
 
 
 

第５回 
 
 

通 常 総 会 議 案 書 
 
 

   日 時 平成３０年６月１８日（月）１５時～ 

   会 場 浦和ワシントンホテル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公益社団法人 埼玉県不動産鑑定士協会 



公益社団法人 埼玉県不動産鑑定士協会通常総会次第 
 

           日 時 平成３０年６月１８日（月）１５時～ 
           会 場 浦和ワシントンホテル  
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４．議 長 選 出  
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   第２号議案 平成２９年度決算 

監査報告 
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   （１）平成３０年度事業計画 
   （２）平成３０年度収支予算 
 
８．閉会のことば 
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   別紙のとおり議案を提出します。 
 
 

平成３０年 ６月１８日 
 
 

      会     長    伊 藤   聡 
      副  会  長    福 永 正 子 
      副  会  長    荒 井 信 宏 
      副  会  長    鈴 木 憲 一 
      副  会  長    中 野   拓 
      専 務 理 事    島 津 通 之 
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      理     事    黒 住 明 央 
      理     事    河 野 栄 一 

      理     事    中 澤 喜 一 

      理     事    巣 合 勇 次 

      理     事    永 瀬 美 幸 
      理     事    諸 貫 道 明 

      理     事    西 原   崇 
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第１号議案 
            平成２９年度 事業報告 
今年度も公益社団法人として、不動産鑑定評価制度の普及及び啓発に努めるとともに、

地域社会への貢献を念頭においた事業に積極的に取組んでまいりました。 
埼玉県内における地価公示、地価調査並びに固定資産税標準宅地価格の時点修正業務等

においては国及び県並びに市町村との連携、協力のもと業務の精緻化に努めています。 
あわせて、埼玉県内各地域の土地取引情報はもとより、経済社会の動向に応じた地域の

土地利用状況の変遷を把握し、基本情報として整理を続けてまいりました。 
会員各位は、これに裏付けられた知見・情報を基に不動産鑑定評価業務を行ない、地域

社会における一連の価格秩序のなかで対象不動産の価格の占める適正なありどころを判定

しており、当協会の業務は社会的公共的使命の一翼を担っているものと自負しております。 
平成３０年３月２８日には、これらの情報の周知公開のために一般公開セミナーを開催

し、約２５０人の動員を達成しました。 
また、不動産鑑定士としての職能・知見を生かした地域社会への貢献として、無料相談

会の開催を推進していますが、２９年度は延べ３６回の開催を達成しています。 
さらに、埼玉県県土整備部のご要望にそって、「墓地評価・埼玉県不動産鑑定士協会指針」

の作成にも取組み、会員各位のパブリックコメントを頂いて、現在、県との意見調整を進

めています。 
会員向け支援事業としては、各種研修会の開催、会報誌「士会だより」の発行を行いま

した。 
現執行部では、伊藤会長の就任挨拶にあるとおり、①民間業務の窓口拡大、②成年後見

監督人制度への不動産鑑定士としての取り組み開始、を課題として掲げました。 
①については、一人事務所の弱点を補うため、不動産鑑定業者間の業務提携の推進と、

弱点解消を前提とした民間企業等への PR の強化を考えていますが、その第一歩として業務

提携契約書雛形を作成し、リーガルチェックを済ますところまで来ています。 
②については、成年後見監督人特別委員会を立ち上げ、活動内容と組織体制について鋭

意検討を進めています。 
内藤前会長と前執行部が推進してきた事務所移転も実現させることができ、平成 29 年 8

月 7 日より新事務所で業務を始めています。 
新事務所は、新耐震基準に適合した建物で、事務局職員及び事例閲覧者の安全性確保等

に一応の配慮ができました。 
また、新事務所では無料 WI-FI も備え、会員の皆様には会議室を利用していただける制

度を作るなど、利便性を向上させています。 
次に、平成２９年度に当協会が取組んできた事業の詳細について順次ご報告いたします。 

１【概要】 
Ａ 公益目的事業 
（１）一般公開講演会（一般公開セミナー）開催  
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一般県民及び不動産鑑定士等を対象とした一般公開講演会 
群馬県不動産鑑定士協会との共催による一般公開講演会 

（２）固定資産評価に関する講演会  
  市町村固定資産関連部門担当者と不動産鑑定士等を対象とした講演会を開催 

 （３）相談会開催 
  イ 月例無料相談会 

ロ 春・秋の「不動産鑑定評価の日」に無料相談会 
  ハ 市役所における無料相談会（さいたま市、東松山市、坂戸市） 
  ニ 埼玉友好士業協議会主催「暮らしと事業のよろず相談会」に参加 
（４）資料調査、収集、閲覧事業 
  一般県民を対象に不動産の価格に関する資料を調査、収集し閲覧に供した。 
  閲覧場所は当協会事務所内閲覧コーナー 
（５）調査研究事業 刊行物の出版 

「収益用不動産の利回り分析」 
（６）不動産取引価格情報提供事業 

日本不動産鑑定士協会連合会が実施する不動産取引価格情報提供制度による事例の 
収集、提供、管理、閲覧 

（７）埼玉県の地価調査業務の受託 
（８）埼玉県内市町村の固定資産税標準宅地価格の時点修正業務を受託 

当協会と契約した市町村は県内６３市町村の内３４市町村（事務契約なし）であっ 
た。 

Ｂ 会員支援事業 
（１） 会員向け各種研修会の開催 
イ 業務推進委員会主催研修会 １回 
ロ 研究広報委員会主催研修会 ２回 
ハ 成年後見人養成研修会   ２回 
ニ 親和会との共催による研修会 ２回 

（２）その他 
  イ 会報誌「士会だより」の発行 年４回 
  ロ 会員の福利厚生（慶弔制度の実施） 
Ｃ 関連団体の支援、事務の代行 
 （１）社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会の業務を受託している埼玉評価センターへの

支援、事務の代行 
（２）関東甲信不動産鑑定士協会連合会の事務の代行 
（３）埼玉県不動産鑑定士政治連盟の事務の代行 
（４）親和会の事務の代行 

Ｄ 規則、規程等の制定、改訂 
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  イ ＢＣＰ（事業継続計画）の制定 
 ロ 公益社団法人の定款にあわせ諸規則、諸規程の改訂 

 
２【総会】 
（１）第４回通常総会 
 平成２９年６月１９日（月）午後２時４５分～４時５５分  浦和ワシントンホテル 
  議案 
 ・平成２８年度事業報告 

 ・平成２８年度決算 

  監査報告 

 ・役員の選任 

  各議案とも可決承認されました。 
 

３【理事会】 

第１回 平成２９年４月２１日（金）午後２時～４時３５分 埼玉建設会館 

・第４回通常総会について 

・監査について  

・事務局移転について            

・顧問契約の更新について     

・役員等旅費規程・事務局職員旅費規程の改正について 

・火災保険（家財）の付保について 

・埼玉県住宅供給公社理事の推薦について 

・埼玉友好士業協議会構成会等の総会等出席者について 

・Ｐ－ＭＡＰ契約について 

第２回 平成２９年５月１９日（金）午後２時～４時１０分 埼玉建設会館 

・第４回通常総会について                     

・監査について  

・個人情報保護法改正に係る関連規程改正の方針について                              

・事務局移転について                 

・臨時雇い事務局職員の募集について              

・埼玉県社会福祉協議会の委員の推薦について 

・埼玉友好士業等の年次総会等出席者について 

・春の無料相談会経費処理方法の変更について 

第３回 平成２９年６月１６日（金）午後２時～４時４０分 埼玉建設会館 

・第４回通常総会について                              

・事務局移転について  

・埼玉県に対する施策並びに予算に対する要望について                        
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・臨時雇い事務局職員の募集 

・埼玉弁護士会との交流会開催について                

・資料の収集・管理・閲覧・利用に関する規程等の改正について  

第４回 平成２９年６月１９日（月）午後４時５分～４時１０分 ワシントンホテル 

 ・会長、副会長及び専務理事の選定に関する件について          

・各委員会の委員長、副委員長及び委員の選定に関する件について                

第５回 平成２９年７月２１日（金）午後２時～４時５５分 埼玉建設会館 

・事務局移転について             

・個人情報保護規程の改正について                  

・会員名簿作成について  

・成年後見人特別委員会について     

・ハローワーク求人（臨時雇い職員の募集）について                 

・固定資産鑑定評価員会議規程等の改正について               

第６回 平成２９年９月１５日（金）午後２時～４時３０分 士協会会議室 

 ・「例規集等の改定、調整及び管理マニュアル」の改正について   

・「表彰規程」の改正検討について   

・会員の定義の検討について 

・事務局引越し作業について 

・成年後見監督人特別委員会について                

・固定資産鑑定評価員会議規程・同細則の改正について        

第７回 平成２９年１０月２０日（金）午後２時～４時３５分 士協会会議室 

・会員の定義の検討について 

・「表彰規程」の改正検討について  

 ・事務所移転関連検討事項について   

・ＢＣＰ策定検討について 

 ・成年後見監督人特別委員会について  

 ・（仮称）アセットサポートの発足について  

第８回 平成２８年１１月１７日（金）午後２時～４時５０分 士協会会議室 

・平成３０年度事業計画案及び予算案について  

 ・「表彰規程」の運用検討について   

・事務所移転関連検討事項（火災保険、ティーサーバー、ＮＡＳ、無料 wifi）について 

 ・ＢＣＰ策定検討について  

 ・会員の定義の検討について  

・墓地評価造成費シミュレーション作成予算について    

・成年後見監督人特別委員会について                 

第９回 平成２９年１２月１５日（金）午後２時～５時５分 士協会会議室 

・平成３０年度事業計画案及び予算案について  

 ・墓地評価指針について   

・成年後見監督人特別委員会の設置目的について 

第１０回 平成２９年２月１６日（金）午後２時～５時５分 士協会会議室 
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・平成３０年度事業計画案及び予算案について  

・平成２９年度補正予算について  

・事務所移転関連検討事項（ＮＡＳ、無料 wifi）について 

・ＢＣＰ（事業継続計画）について   

・「表彰規程」の運用検討について 

・会議室運営規程の策定について    

・「不動産鑑定士になろう！パート２」発刊、「埼玉会の案内」部分の原案について  

・ＨＰの運営、「調査研究成果物」のバナーの追加について 

第１１回 平成２９年３月１６日（金）午後２時～４時１０分 士協会会議室 

・入退会について  

 ・平成３０年度事業計画案及び予算案について   

・平成２９年度補正予算について 

 ・会議室運営規程の策定について  

 ・ＢＣＰ（事業継続計画）について  

・事務局職員就業規程の改定について      

 ・表彰規程の対象者について  

・鑑定士試験願書配布について      

・連合会公的土地評価委員会のアンケートについて      

 
４【各委員会】 
［１］ 総務財務委員会 
１．平成２９年度事業計画についての実施状況 

（１）当協会の運営、財務管理の実施 

入退会の管理、入会金、会費の受取り、各種支払い、監査に対する対応 

平成２９年度収支予算の補正（案）の作成 

平成３０年度事業計画、予算（案）の作成 

事務所移転（新事務所の賃貸借契約の締結、引越し業者との打合せ等） 

事務局のデータ保存体制の見直し及びＮＡＳの導入 

事務職員の採用について 

新スキームに係る負担金未納者への対応について検討 

個人番号（マイナンバー）提出のお願い 

ＢＣＰ（Ｂusiness Ｃontinuity Ｐlan/事業継続計画）策定の検討 

（２）総会、理事会等の会議の開催（５～８ページご参照） 

第４回通常総会開催（平成２８年度事業報告、同決算） 

（３）会員の福利厚生 

  会員慶弔規程に基づく慶事弔事への対応 

（４）規則等の制定、改廃 

各規程の改正（役員等旅費規程、個人情報取扱規程、事務局職員就業規程） 

そのほか定款を含む諸規程・諸書式の改正等について検討 
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（５）所轄官庁等への対応 

平成２８年度事業報告等公益法人定期書類の作成、報告 
平成３０年度事業計画書等公益法人定期書類の作成、報告 
不動産の鑑定評価に関する法律第４８条に基づく埼玉県への届出 

（６）公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会並びに他地域会等との連絡、調整 

 関東甲信不動産鑑定士協会連合会総務財務委員会への出席 

  関東甲信不動産鑑定士協会連合会との業務委託契約の更新 

（７）親和会活動への支援 

  親和会事務 

（８）その他他の委員会の所掌に属さない事項への対応 

埼玉県ならびに県下市町村における各種委員会への委員の推薦 
２．委員会の開催・・・１０回 
  ４月１２日、５月１０日、６月１４日、７月１１日、９月６日、１０月１１日、 

１１月８日、１２月４日、２月５日、３月７日 
［２］研究広報委員会 
１．平成２９年度事業計画についての実施状況 
（１）無料相談会の開催 
  ①春の無料相談会（４月 1 日） 
   さいたま浦和会場・川越会場 
  ②秋の無料相談会（１０月 7 日） 
   さいたま浦和会場・熊谷会場 
  ③月例無料相談会・・・１０回 
   ４月２１日、５月１９日、６月１６日、７月２１日、９月１５日、１０月２０日、 

１１月１７日、１２月１５日、２月１６日、３月１６日 
  ④東松山市の無料相談会・・・７回 
   ５月１０日、６月１４日、７月１２日、９月１３日、１２月１３日、２月１４日、 

３月１４日 
⑤さいたま市の無料相談会・・・４回 
 ６月６日、８月１日、１２月５日、２月６日 
⑥坂戸市の無料相談会・・・１０回 
 ４月１４日、５月１２日、６月９日、７月１４日、９月８日、１０月１３日、 
１１月１０日、１２月８日、２月９日、３月９日 

（２）有料相談会の開催 
  ①月例有料相談会：３件 （５月１２日、１２月１日） 
（３）講演会・研修会・講習会の開催 

①一般公開セミナー 
３月２８日：埼玉県の地価公示＋所有者所在不明土地 
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＋「新」アベノミクスと地域経済の再生 
②不動産鑑定士向け研修会・・・３回 
 ５月２５日：不動産の撮影＋税制改正・空き家対策と 3 千万円控除（親和会共催） 

９月２９日：借家権の鑑定評価（群馬県不動産鑑定士協会共催） 
１２月１３日：事例から考える空家・所有者不明土地問題について 

  ③不動産鑑定シンポジウムに向けての準備 
（４）調査・研究事業 
  ①「底地データ集」のためのデータ整理 
  ②「一般的要因データ集」の更新、改良 
  ③「不動産 DI」再スタート 
  ④「無料相談会に係る研究報告」の協会 HP への掲載、本会 HP へのリンク 
（５）研究成果物の販売促進 
   協会 HP での告知 
   研修会における見本の閲覧、チラシの配布 
（６）各種広報活動 
   インターネットによる講演会等の告知 
   一般公開講演会の動画配信等 
   「不動産鑑定士になろう！パート２」発刊のための準備 
（７）士会だよりの発行・・・４回 
   ６月、９月、１２月、３月 
（８）ホームページの運営 
   「調査研究成果物」のバナー設置 
   「無料相談会」「有料相談会」の告知 
   「一般的要因データ集」の更新 
   「一般公開セミナー」などの告知・報告 
２．委員会の開催・・・１０回 
  ４月１３日、５月１１日、６月１２日、７月１０日、９月１１日、１０月１６日、 
１１月６日、１２月１１日、２月１３日、３月１２日 

［３］業務推進委員会 
１．平成２９年度事業計画についての実施状況 
（１）資料の収集・管理・閲覧・利用について 
  ①データバンク事業 
  ②事例作成費補助の検討 
  ③紙事例保管管理方法変更作業 
（２）研修会の開催 
  ①「常時 SSL に始まる情報セキュリティについて」 

「ビジネスチャンスを拡げる PR とは」 
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   平成３０年２月２６日（月）１４：００～１６：３５  
（３）埼玉県用地課との意見交換会 
  ①墓地評価士協会指針の作成について 
   平成２９年７月２１日、平成３０年３月２日 
  ②墓地評価指針作成ワーキンググループ会合 
   平成２９年８月２９日、平成２９年９月２２日、平成２９年１２月５日 
   平成２９年１１月パブリックコメント実施 
（４）住宅ファイル制度について 

①「建物評価と住宅ファイル制度の現状と不動産鑑定士のこれから」への参加 

   平成２９年１２月３日～４日 
（５）川越市空家対策連絡会議への参加 
   平成２９年１０月１０日、平成２９年１１月２２日 
（６）法テラスへの参加 
   本年度はなし 
（７）埼玉友好士業協議会の事業 
  ①定例会及び懇親会 
    平成２９年７月４日・於 JACK 大宮 東天紅 
  ②幹事会 
    第１回…平成２９年７月１４日、第２回…平成２９年９月２６日、 

第３回…平成３０年２月５日 
  ③さいたま市長表敬訪問 
    平成２９年９月１９日 
  ④街宣活動（広報用ポケットティッシュ配り） 
    平成２９年１０月２７日 
  ⑤暮らしと事業のよろず相談会及び親睦会 
    平成２９年１１月４日・於浦和コルソ 
（８）弁護士会交流会 
  ①平成２９年６月５日 第１回準備会合、平成２９年７月２０日 第１回勉強会 
  ②平成２９年９月６日 第２回準備会合、平成２９年１１月６日 第２回勉強会 
  ③平成３０年３月２２日 第３回準備会合 
（９）会員相互の業務提携契約書作成 
  ①顧問弁護士山本先生打ち合わせ 平成３０年１月１７日 
２．委員会の開催・・・１０回 

４月１２日、５月１０日、６月８日、７月１０日、９月６日、１０月１６日、 
１１月６日、１２月１１日、２月５日、３月１２日 

［４］公的土地評価委員会 
１．平成２９年度事業計画についての実施状況 
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（１）平成２９年度地価調査業務を受託 
（２）平成３０基準年度固定資産税標準宅地価格の時点修正業務を受託 
（３）固定資産課税に係る研修会（市町村向け兼会員向け）の開催 

・４月１９日 １３：３０～１６：３０ 埼玉県県民健康センター 
   「埼玉県の地価動向について報告」 
   「東日本大震災と熊本地震の住宅被害から学ぶ宅地地盤の重要性」 
   「固定資産税の住民からの訴えに基づく争点に関する判例等について」 
（４）固定資産鑑定評価員会議等 
  ・鑑定評価書検査 ８月２４日、３月１６日 
（５）地価公示・地価調査結果からの総合的価格分析及びそれに基づく研修 
   P-MAP の保守・管理・運営に関する契約 

   国税鑑定評価・地価公示分科会のグループ化 

   REIT データの作成・提供 

（６）成年後見（監督）人養成研修会の開催・・・２回  
   ４月１３日 研修会の修了式と会議を全日埼玉会館で開催 

５月１５日 全日埼玉会館 「後見人と倫理」「成年後見関係事件の概況」 
３月６日 さいたま市民会館うらわ 「成年後見監督人について」 

２．委員会の開催・・・１０回 
  ４月１３日、４月１９日、５月１５日、７月１１日、９月１１日、１０月１０日、 

１１月７日、１２月１２日、２月６日、３月６日 
なお、成年後見監督人特別委員会を１０月１０日、１１月７日、２月６日、３月６日の４

回開催。 
 
５【経過報告】 

平成２９年度経過報告 
（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） 
 月 日 説    明 備   考 
 ４． １ 春の無料相談会 さいたま浦和・川越 
 ４．１２ 
 

総務財務委員会 
業務推進委員会 
埼玉弁護士会新役員就任披露パーティー 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 
浦和ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞﾎﾃﾙ 

 ４．１３ 研究広報委員会 
公的土地評価委員会 
成年後見人養成研修会修了式 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 
全日埼玉会館 

 ４．１４ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所 
 ４．１９ 公的土地評価委員会 

市町村向け研修会 
埼玉教育会館 
埼玉県県民健康センター 

 ４．２１ 月例無料相談会 
第１回理事会 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 

 ５． ９ 当協会監事監査 埼玉建設会館 会議室 
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 ５．１０ 総務財務委員会 
業務推進委員会 
東松山市の無料相談会 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 
東松山市役所 

５．１１ 研究広報委員会 埼玉建設会館 会議室 
５．１２ 有料相談会 

坂戸市の無料相談会 
埼玉建設会館 会議室 
坂戸市役所 

 ５．１５ 公的土地評価委員会 
成年後見人養成研修会 

埼玉建設会館 会議室 
全日埼玉会館 

５．１８ 埼玉土地家屋調査士会総会 清水園 
 ５．１９ 月例無料相談会 

第２回理事会 
埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 

 ５．２５ 埼玉県行政書士会総会 
不動産鑑定士向け研修会（親和会共催） 

浦和ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞﾎﾃﾙ  
さいたま共済会館 

 ５．２７ 埼玉司法書士会総会 浦和コルソ 
 ６． １ 東京都不動産鑑定士協会総会 霞山会館 
 ６． ６ さいたま市の無料相談会 さいたま市浦和区 
 ６． ８ 業務推進委員会 

公的土地評価委員会 
埼玉県社会保険労務士会総会 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 
ホテルブリランテ武蔵野 

 ６． ９ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所 
 ６．１０ 埼玉県中小企業診断協会総会 ラフレさいたま 
 ６．１２ 研究広報委員会 埼玉建設会館 会議室 
 ６．１４ 東松山市の無料相談会 

総務財務委員会 
業務推進委員会 

東松山市役所 
埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 

 ６．１６ 月例無料相談会 
第３回理事会 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 

 ６．１９ 第４回通常総会 
第４回理事会 

浦和ワシントンホテル 
浦和ワシントンホテル 

６．２２ 日本公認会計士協会埼玉会総会 パレスホテル大宮 
６．２７ 士会だより発行 
７． ４ 埼玉友好士業協議会定例会 浦和ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞﾎﾃﾙ 

 ７．１０ 研究広報委員会 
業務推進委員会 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 

 ７．１１ 総務財務委員会 
公的土地評価委員会 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 

 ７．１２ 東松山市の無料相談会 東松山市役所 
 ７．１４ 坂戸市の無料相談会 

埼玉友好士業協議会幹事会 
坂戸市役所 
行政書士会館 

 ７．１９ 関東信越税理士会総会 パレスホテル大宮 
 ７．２１ 
  

月例無料相談会 
第５回理事会 

埼玉建設会館 会議室 
埼玉建設会館 会議室 

 ７．２７ 不動産鑑定士向け研修会 ソニックシティ 
 ８． １ さいたま市の無料相談会 さいたま市南区 
 ９． ２ 第１５回成年後見人養成研修会 

有料相談会 
さいたま共済会館 
士協会 会議室 

 ９． ６ 総務財務委員会 
業務推進委員会 

士協会 会議室 
士協会 会議室 
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 ９． ８ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所 
 ９．１１ 研究広報委員会 

公的土地評価委員会 
士協会 会議室 
士協会 会議室 

 ９．１２ 全日本不動産協会セミナー ソニックシティ 
 ９．１３ 東松山市の無料相談会 東松山市役所 
 ９．１５ 月例無料相談会 

第６回理事会 
士協会 会議室 
さいたま共済会館 会議室 

 ９．２５ 士会だより発行 
 ９．２６ 埼玉友好士業協議会幹事会 行政書士会館 
 ９．２９ 不動産鑑定士向け研修会 ソニックシティ 
１０． ７ 秋の無料相談会 さいたま浦和・熊谷 
１０．１０ 公的土地評価委員会・成年後見監督人特別委員会 士協会 会議室 
１０．１１ 総務財務委員会 士協会 会議室 
１０．１３ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所 
１０．１６ 
 

研究広報委員会 
業務推進委員会 

士協会 会議室 
士協会 会議室 

１０．１９ 埼玉・群馬県士協会共催の公開講演会 ホテルラシーネ新前橋 
１０．２０ 月例無料相談会 

第７回理事会 
士協会 会議室 
士協会 会議室 

１０．２４ 公的土地評価委員会 士協会 会議室 
１１． ４ 埼玉友好士業協議会よろず相談会 浦和コルソ 
１１． ６ 研究広報委員会 

業務推進委員会 
士協会 会議室 
士協会 会議室 

１１． ７ 公的土地評価委員会・成年後見監督人特別委員会 士協会 会議室 
１１． ８ 総務財務委員会 士協会 会議室 
１１．１０ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所 
１１．１７ 月例無料相談会 

第８回理事会 
士協会 会議室 
士協会 会議室 

１２． １ 有料相談会 士協会 会議室 
１２． ４ 総務財務委員会 士協会 会議室 
１２． ５ さいたま市の無料相談会 さいたま市南区 
１２． ８ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所 
１２．１１ 研究広報委員会 

業務推進委員会 
士協会 会議室 
士協会 会議室 

１２．１２ 公的土地評価委員会 
会員向け研修会 

士協会 会議室 
ソニックシティ 

１２．１３ 東松山市の無料相談会 
不動産鑑定士向け研修会 

東松山市役所 
さいたま共済会館 

１２．１５ 月例無料相談会 
第９回理事会 

士協会 会議室 
士協会 会議室 

１２．２５ 士会だより発行  
 １． ５ 埼玉新聞社賀詞交換会 浦和ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞﾎﾃﾙ 
１．１１ 
 

埼玉司法書士会賀詞交歓会 
埼玉県社会保険労務士会賀詞交歓会 

浦和ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞﾎﾃﾙ 
ラフレさいたま 

１．１２ 埼玉県行政書士会賀詞交歓会 浦和ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞﾎﾃﾙ 
１．１８ 関東信越税理士会賀詞交歓会 パレスホテル大宮 
１．１９ 全日本不動産協会埼玉県本部賀詞交歓会 浦和ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞﾎﾃﾙ 
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１．２３ 埼玉土地家屋調査士会交礼会 浦和ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞﾎﾃﾙ 
１．２４ 日本公認会計士協会賀詞交歓会 パレスホテル大宮 
１．２６ 東京都不動産鑑定士協会賀詞交歓会 霞山会館 

 ２． ５ 総務財務委員会 
業務推進委員会 
埼玉友好士業協議会幹事会 

士協会 会議室 
士協会 会議室 
行政書士会館 

 ２． ６ 公的土地評価委員会・成年後見監督人特別委員会 
さいたま市の無料相談会 

士協会 会議室 
さいたま市浦和区 

２． ９ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所 
２．１３ 研究広報委員会 士協会 会議室 

 ２．１４ 東松山市の無料相談会 東松山市役所 
 ２．１６ 月例無料相談会 

第１０回理事会 
士協会 会議室 
士協会 会議室 

 ２．２６ 不動産鑑定士向け研修会 埼玉県県民健康センター 
 ３． ６ 公的土地評価委員会 

成年後見監督人養成研修会 
成年後見監督人特別委員会 

士協会 会議室 
市民会館うらわ 
市民会館うらわ 

 ３． ７ 総務財務委員会 士協会 会議室 
３． ９ 坂戸市の無料相談会 坂戸市役所 

 ３．１２ 
 

研究広報委員会 
業務推進委員会 

士協会 会議室 
士協会 会議室 

 ３．１４ 東松山市の無料相談会 東松山市役所 
 ３．１６ 月例無料相談会 

第１１回理事会 
士協会 会議室 
士協会 会議室 

 ３．２８ 士会だより発行 
一般公開セミナー ホテルブリランテ武蔵野 

 
６【入退会者】   

平成２９年度入会者及び退会者 （敬称略） 
（１）入会  業者会員 ０、個人会員 ０              
業者会員  なし 
個人会員  なし 
 
（２）退会  業者会員 ３、個人会員 １ 
業者会員 
本間不動産鑑定所（本間 秀人）                 （ ６月３０日） 
早川不動産鑑定事務所（早川 治）                （ ９月２０日） 
浦野不動産鑑定株式会社（浦野 清司）               （ ３月３１日） 
 
個人会員   
一般財団法人日本不動産研究所（濱中 章国）           （ ３月３１日） 
 
参考 平成３０年３月３１日現在会員数 １６７人（業者会員１４０、個人会員２７） 
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第２号議案
        貸借対照表

平成３０年３月３１日現在

（単位：円）
科　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ資産の部
１．流動資産
　　現金預金 53,892,715 76,679,281 △ 22,786,566
    定期預金 10,288,244 0 10,288,244
　　未　収　金 10,002,760 579,745,712 △ 569,742,952
　　前払　費用 383,947 0 383,947
  　仮　払　金 0 196,140 △ 196,140
  流動資産合計 74,567,666 656,621,133 △ 582,053,467
２．固定資産
（１）特定資産
  　退職給付引当資産 4,420,250 3,718,200 702,050
　　固定資産税標準宅地価格に係る業務準備資金 11,711,756 23,423,513 △ 11,711,757
  特定資産合計 16,132,006 27,141,713 △ 11,009,707
（２）その他固定資産
  　建物附属設備 237,600 0
　　什器備品 1,728,475 1,953,475 △ 225,000
　　減価償却累計額 △ 1,343,409 △ 1,517,152 173,743
　　電話加入権 147,784 147,784 0
　　敷金 1,920,900 1,440,000 480,900
  　保証金 0 1,367,075 △ 1,367,075
　その他固定資産合計 2,691,350 3,391,182 △ 699,832
　固定資産合計 18,823,356 30,532,895 △ 11,709,539
　資産合計 93,391,022 687,154,028 △ 593,763,006
Ⅱ負債の部
１．流動負債
　　未払金 10,316,331 588,230,772 △ 577,914,441
    預り金 540,612 326,174 214,438
　　賞与引当金 937,200 773,866 163,334
　流動負債合計 11,794,143 589,330,812 △ 577,536,669
２．固定負債
　　退職給付引当金 4,420,250 3,718,200 702,050
　負債合計 16,214,393 593,049,012 △ 576,834,619
Ⅲ正味財産の部
１．指定正味財産
　指定正味財産合計 0 0 0
   　   （うち基本財産への充当額） （　　　　　　　　　　0） （　　　　　　　　　　0） （　　　　　　　　　　0）
   　   （うち特定資産への充当額） （　　　　　　　　　　0） （　　　　　　　　　　0） （　　　　　　　　　　0）

２．一般正味財産 77,176,629 94,105,016 △ 16,928,387
   　   （うち基本財産への充当額） （　　　　　　　　　　0） （　　　　　　　　　　0） （　　　　　　　　　　0）
   　   （うち特定資産への充当額） （         11,711,756） （         23,423,513） （         23,423,513）
正味財産合計 77,176,629 94,105,016 △ 16,928,387
負債及び正味財産合計 93,391,022 687,154,028 △ 593,763,006
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Ⅰ　経常増減の部

1. 経常収益

特定資産運用収益 ( 4,507 ) ( 311 ) ( 4,196 )

特 定 資 産 受 取 利 息 4,507 311 4,196

入会金収益 ( 0 ) ( 2,650,000 ) ( △ 2,650,000 )

会費収益 ( 13,540,000 ) ( 13,600,000 ) ( △ 60,000 )

正 会 員 受 取 会 費 13,540,000 13,600,000 △ 60,000

事業収益 ( 189,544,806 ) ( 795,980,061 ) ( △ 606,435,255 )

本 鑑 定

受 取 受 託 料 0 577,097,352 △ 577,097,352

評価員受取負担金 0 30,027,600 △ 30,027,600

時 点 修 正

受 取 受 託 料 110,987,462 113,309,763 △ 2,322,301

評価員受取負担金 4,825,800 4,680,600 145,200

地 価 調 査 55,486,080 51,894,000 3,592,080

デ ー タ バ ン ク 706,452 829,432 △ 122,980

相 談 会 16,200 27,000 △ 10,800

成 果 物 頒 布 303,312 140,314 162,998

助 成 金 16,899,500 17,609,000 △ 709,500

社 協 120,000 120,000 0

講 習 会 受 講 料 収 益 0 45,000 △ 45,000

親 和 会 200,000 200,000 0

雑収益 ( 1,811,868 ) ( 1,223,103 ) ( 588,765 )

受 取 利 息 864 7,531 △ 6,667

雑 収 益 1,811,004 1,215,572 595,432

204,901,181 813,453,475 △ 608,552,294

2. 経常費用

事　業　費 ( 206,057,699 ) ( 781,782,505 ) ( △ 575,724,806 )

役 員 報 酬 365,000 460,000 △ 95,000

給 与 手 当 14,610,773 13,480,523 1,130,250

臨 時 雇 賃 金 904,047 1,138,800 △ 234,753

退 職 給 付 費 用 899,894 521,675 378,219

法 定 福 利 費 2,350,498 2,042,940 307,558

福 利 厚 生 費 22,893 58,233 △ 35,340

広 告 宣 伝 費 647,745 619,297 28,448

旅 費 交 通 費 850,620 839,291 11,329

通 信 運 搬 費 1,269,282 1,182,992 86,290

減 価 償 却 費 152,040 142,540 9,500

消 耗 品 費 524,869 538,578 △ 13,709

修 繕 費 428,030 0 428,030

印 刷 製 本 費 202,543 583,598 △ 381,055

賃 借 料 5,552,158 4,638,728 913,430

諸 謝 金 173,253,922 750,523,289 △ 577,269,367

租 税 公 課 1,509,000 1,574,800 △ 65,800

支 払 負 担 金 106,888 88,958 17,930

　　  　        　　　　　　正味財産増減計算書
　　　　　　　　　　　　　平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで　　　（単位:円）

経 常 収 益 計

当年度 前年度科　　　目 増　減
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委 託 費 2,407,497 3,345,173 △ 937,676

雑 費 0 3,090 △ 3,090

管　理　費 ( 15,771,868 ) ( 10,416,522 ) ( 5,355,346 )

役 員 報 酬 2,160,540 2,114,680 45,860

給 与 手 当 2,204,243 2,029,319 174,924

臨 時 雇 賃 金 61,435 0 61,435

退 職 給 付 費 用 128,556 74,525 54,031

法 定 福 利 費 354,790 308,370 46,420

福 利 厚 生 費 3,455 8,789 △ 5,334

広 告 宣 伝 費 1,459 1,459 0

旅 費 交 通 費 2,272,050 1,975,009 297,041

通 信 運 搬 費 293,965 252,525 41,440

減 価 償 却 費 39,616 35,999 3,617

消 耗 品 費 1,761,521 220,161 1,541,360

修 繕 費 37,152 0 37,152

印 刷 製 本 費 145,951 75,043 70,908

賃 借 料 1,238,454 1,001,094 237,360

保 険 料 66,350 0 66,350

諸 謝 金 980,978 924,864 56,114

交 際 費 868,568 724,673 143,895

租 税 公 課 70,400 70,200 200

支 払 手 数 料 2,586,714 0 2,586,714

支 払 負 担 金 81,324 78,216 3,108

委 託 費 261,543 375,322 △ 113,779

諸 会 費 147,000 142,000 5,000

雑 費 5,804 4,274 1,530

221,829,567 792,199,027 △ 570,369,460

Ⅱ　経常外増減の部

1. 経常外費用

固 定 資 産 除 却 損 1 1 0

1 1 0

△16,928,387 21,254,447 △ 38,182,834

94,105,016 72,850,569 21,254,447

77,176,629 94,105,016 △ 16,928,387

経 常 費 用 計

当 期 正 味 財 産 増 減 額

経 常 外 費 用 計

正 味 財 産 期 首 残 高

正 味 財 産 期 末 残 高
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財務諸表に対する注記 
１．継続事業の前提に関する注記        

貸借対照表において、継続事業の前提に疑義を抱かせる事象等はありません。  
２．重要な会計方針 
  （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
     最終仕入原価法によっています。  
  （２）固定資産の減価償却の方法  
     定額法によっています。 
  （３）引当金の計上基準 
     賞与引当金    職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業 

年度負担額を計上しています。 

退職給付引当金  職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上しています。 

  （４）消費税等の会計処理 
     税込方式によっています。 
３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。   （単位：円） 
科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 0 0 0 0
小   計 0 0 0 0

特定資産 
退職給付引当資産 
固定資産税標準宅地価 
格に係る業務準備資金 

3,718,200

23,423,513

735,350

0

33,300

11,711,757

4,420,250

11,711,756
小   計 27,141,713 735,350 11,745,057 16,132,006
合   計 27,141,713 735,350 11,745,057 16,132,006
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４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳  
  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。   （単位：円） 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財産

額からの充当額) 

(うち一般正味財産 

額からの充当額) 

(うち負債に 
対応する額) 

基本財産 0 － － －

小   計 0 － － －

特定資産 
退職給付引当資産 
固定資産税標準宅地価 
格に係る業務準備資金 

4,420,250

11,711,756

－

－

 
－ 

 
(  11,711,756) 

(4,420,250)

－

小   計 16,132,006 0 (   11,711,756) (4.420,250)
合   計 16,132,006 0 (   11,711,756) (4.420,250)

５．担保に供している資産 
  担保に供している資産はありません。 
６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高  
  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物附属設備 237,600 19,800 217,800
什器備品 1,728,475 1,323,609 404,866

合   計 1,966,075 1,343,409 622,666
７．保証債務等の偶発債務 

保証債務等の偶発債務はありません。 
８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券は保有しておりません。 
９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

国または地方公共団体等からの補助金等はありません。 
１０．基金及び代替基金の増減額及びその残高 

基金及び代替基金はありません。 
１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額はありません。 
１２．関連当事者との取引の内容 

取引の性格から、取引条件が一般の取引と同様であることが明白な取引以外のもの 
はありません。 

１３．重要な後発事象 
重要な後発事象はありません。 
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附属明細書  
      
１．基本財産及び特定資産の明細              （単位：円） 

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額 
特定資産 退職給付引当資産 3,718,200 735,350 33,300 4,420,250

固定資産税標準宅

地価格に係る業務

準備資金 
23,423,513 0 11,711,757 11,711,756

特定資産計 27,141,713 735,350 11,745,057 16,132,006
 
２．引当金の明細            （単位：円） 

科  目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 773,866 937,200 773,866 0 937,200
退職給付 
 引当金 

3,718,200 735,350 33,300 0 4,420,250
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                              財産目録
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成３０年３月３１日現在
   （単位：円）

貸借対照表科目・場所・物量等 使用目的等 金　額
（流動資産）
現金 手元保管　運転資金 102,991

普通預金
  埼玉縣信金　浦和　№１０９８６８６ 運転資金 142,518
    ゆうちょ　№00110-0-462386 運転資金 3,570,402
   ゆうちょ　№10350-55402341 運転資金 9,014,111
  三井住友信託　浦和　№８１１３１８７ 運転資金 1,426,597
  三井住友　浦和　№５８１２５９５ 運転資金 5,526,026
   足利　浦和 №２９０５１１９ 運転資金 7,147,746
  みずほ　浦和 №１０２８７２２ 運転資金 6,505,789
   JA埼玉県信連　本店　№０００４２１８ 運転資金 8,855,003
  埼玉りそな　県庁　№３８８４２５１ 運転資金 8,787,835
  武蔵野　県庁前　№００４３８１８ 運転資金 2,813,697
  武蔵野　県庁前　№０１０００４１ 税金預り金口座 0
  武蔵野　県庁前　№００４４１０４ 報酬預り金口座 0 53,789,724
定期預金
   三井住友信託　浦和　№01 運転資金 5,988,244
  三井住友　浦和　№１１６４５２６ 運転資金 2,000,000
  みずほ　　浦和　№６０１０９０２ 2,300,000 10,288,244
未収金 連合会事務費他 10,002,760
前払費用 家賃 383,947
流動資産合計 74,567,666
（固定資産）
特定資産
　退職給付引当資産 事務局職員に対する
　　武蔵野　県庁前　№3-000-045-750 退職金に備えたもの 4,420,250
　固定資産税標準宅地価格に係る業務準備資金
　    定期預金　埼玉縣信金 浦和　№１１１３８３９ 準備資金 10,000,000
  　三井住友信託　浦和　№０１ 準備資金 1,711,756 11,711,756
その他固定資産
  建物附属設備　　消防設備 237,600
　減価償却累計額 △19,800 217,800
 什器備品　　　　ＦＡＸ他 1,728,475
　減価償却累計額 △1,323,000 404,866
　電話加入権　　838-0483,866-5316 147,784
　敷金　　　　　常盤４－１－１　105.59㎡ 1,920,900
固定資産合計 18,823,356
資産合計 93,391,022
（流動負債）
未払金 事例作成費他 10,316,331
預り金
　所得税　　　　　源泉税 預かり所得税 145,455
　社会保険　　　　社会保険事務所 預かり社会保険料 388,546
　雇用　　　　　　労働保険等 預かり雇用保険 5,611
　その他 誤振込預かり 1,000 540,612
賞与引当金 賞与に対するもの 937,200
流動負債合計 11,794,143
（固定負債）
退職給付引当金 退職に対するもの 4,420,250
　負債合計 16,214,393
　正味財産 77,176,629
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報告 

（１）平成３０年度事業計画 

 

平成３０年度事業計画 

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 
 
公益社団法人埼玉県不動産鑑定士協会は、不動産の鑑定評価等に関する業務の進捗改善

を図り、不動産鑑定評価制度の発展を通じて土地等の適正な価格の形成及び健全な土地利

用の増進に資することにより、県民生活の向上及び県土の健全かつ均衡ある発展に貢献す

るため、次の基本方針により、事業の円滑な運営に努める。 
 
１ 基本方針 
（１）不動産鑑定評価制度の普及及び啓発に努める 
（２）不動産の鑑定評価及び利用等に関する情報の提供、講演会等を開催する 
（３）不動産の鑑定評価及び利用等に関する各種相談会を開催する 
（４）不動産の鑑定評価及び利用等に関する調査研究及び研修を実施する 
（５）不動産の鑑定評価及び利用等に関する資料の収集、管理に努める 
（６）不動産の鑑定評価及び利用等に関する刊行物等を発行する 
（７）県、市町村その他の公共団体及び諸団体等に対する協力及び事業を受託する 
（８）その他目的を達成するために必要な事業を実施する 
 
２ 事業実施計画 
 【総務財務委員会】 

１ 当協会の運営 
２ 財務管理の実施 
３ 総会、理事会等の会議の開催 
４ 会員の福利厚生 
５ 規則等の制定、改廃 
６ 所轄官庁等への対応 
７ 公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会並びに他地域会等との連絡、調整 
８ 訴訟等への対応 
９ 親和会活動への支援 

１０ 綱紀委員会への支援 
１１  ＢＣＰ（Business Continuity Plan/事業継続計画）の策定 
１２ その他他の委員会の所掌に属さない事項への対応 
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【研究広報委員会】 
   １ 相談会の開催 

    ①月例無料相談会 １０回 

    ②月例有料相談会  ４回 

    ③春秋の不動産相談会 ２会場×２回 

    ④市主催相談会  さいたま市４回、 東松山市１０回、 坂戸市１０回 

２ 一般公開講演会 

      埼玉県不動産鑑定士協会主催  １回 

３ 会員向け研修会 

      研究広報委員会主催 ２回（内１回は群馬県不動産鑑定士協会と共催） 

      親和会と共催    ２回 

４ 「底地データ集」作成 

   編集チーム立ち上げ 

５ 「不動産鑑定士になろう！パート２」の発刊 

      現在のもの（Ｈ２１年発行）の内容が古くなっているので、更新する 

      公共団体の催事などに併せて配布し、不動産鑑定業界のイメージ向上を目指 

      す 

６「一般的要因データ集」の作成 

   鑑定評価に使用する一般的要因データを取りまとめて、会員に（年数回）提 

供する（Ｈ２８年度からの継続作業） 

７ 県民の日への協賛 

   「不動産鑑定士になろう！パート２」や「無料相談会案内パンフレット」な 

   ど配布 

８ 士会だよりの発行 

   年４回 

９ ホームページの運営 

10 不動産鑑定シンポジウムへの協力 

11 不動産市況ＤＩの検討 

【業務推進委員会】 
１ データバンク事業の運営・改善 
  国土交通省が公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会と共同で実施してい 

る不動産の取引価格情報提供制度の支援事業を中心とし、その他独自事例の収 
集管理、紙事例の保管管理等 

２ 研修会の開催 
     当協会会員である不動産鑑定士を対象とした研修会を開催。年１回を予定。 

３ 不動産鑑定評価業務の推進、拡充、契約、相談等への対応 
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      県又は各市町村など関係各署への不動産鑑定評価業務の推進、不動産鑑定評 
価に係る相談、拡充などを随時実施予定 
鑑定士相互の業務提携契約書の提案、営業活動のための提案などを予定 

４ 埼玉友好士業協議会（暮らしと事業のよろず相談会等） 
他士業との意見交換、友好等を目的とした協議会の運営（年４回開催予定） 

     「暮らしと事業のよろず相談会」の開催（例年１１月開催・年１回開催予定） 
５ 他士業との交流会開催へ向けての準備活動 
   弁護士会との勉強会継続、行政書士会との勉強会を開催予定 
６ 法テラス、災害対策協議会等支援事業 

      法テラス・各種災害対策協議会等支援事業への参加（年１回予定）。参加団体 
の活動を協力支援 

７ 埼玉県社会福祉協議会及び埼玉評価センターの不動産鑑定評価等の支援 
     不動産鑑定評価業務を受託している団体への支援 

 【公的土地評価委員会】 
１ 受託事業 
①平成３０年度地価調査 

 ②平成３０基準年度固定資産税標準宅地価格の時点修正 
２ 調査研究及び研修 
①固定資産鑑定評価員会議及び研修会（士協会契約の促進） 
・標準宅地の広域的価格バランスの検討 
・農地、山林、雑種地及び堤外民地の広域的な価格検討 
・大規模工場の広域的な価格検討 
・ゴルフ場等の研究評価 
・市町村（資産税担当）向けの研修会の開催及び各市町村からの要望に基づく 
講師の派遣 

 ・会員等（不動産鑑定士）向けの研修会の開催 
②地価公示・地価調査結果からの総合的価格分析及びそれに基づく研修 
③固定資産評価に関連した路線価付設業務、建物評価業務についての資料収集 
④県内各域の再開発事業、区画整理事業に関する分野の資料収集 
⑤県内の公的土地評価に災害が起因したとみられる地域への影響調査 
⑥成年後見監督人等に係る研修会及び成年後見監督人等のサポート等 
⑦家庭裁判所からの被後見人所有不動産に係る鑑定評価依頼の受注要望活動 
⑧地価公示地のうち商業地等の想定建物の精緻化 
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平成３０年度主要事業計画表 
年 月 実 施 内 容 会    場 

３０年 
 ４月 

６日（金）有料相談会 
 ７日（土）春の無料相談会（県下２会場） 
１１日（水）東松山市の無料相談会 
１３日（金）坂戸市の無料相談会 
２０日（金）月例無料相談会 
２０日（金）理事会 
下 旬   ホームページ更新 
未 定   不動産鑑定士向け研修会（親和会共催） 

士協会会議室 
浦和・川越 
東松山市役所 
坂戸市役所 
士協会会議室 
士協会会議室 
 
未 定 

 ５月 

８日（火）監査 
９日（水）東松山市の無料相談会 

１１日（金）坂戸市の無料相談会 
１１日（金）有料相談会 
１５日（火）固定資産課税に係る研修（市町村及び会員向け）

１８日（金）月例無料相談会 
１８日（金）理事会 
下 旬   ホームページ更新 

士協会会議室 
東松山市役所 
坂戸市役所 
士協会会議室 
県民健康センター 
士協会会議室 
士協会会議室 
 

 ６月 

１日（金）有料相談会 
１２日（水）東松山市の無料相談会 
１４日（金）坂戸市の無料相談会 
１５日（金）月例無料相談会 
１５日（金）理事会 
１８日（月）通常総会 
下 旬   ホームページ更新 
下 旬   士会だより発行 
未 定   さいたま市の無料相談会 
未 定   不動産鑑定士向け研修会（業務推進） 

士協会会議室 
東松山市役所 
坂戸市役所 
士協会会議室 
士協会会議室 
浦和ワシントンホテル

 
 
未 定 
未 定 

 ７月 

３日（火）埼玉友好士業定例会 
６日（金）有料相談会 

１１日（水）東松山市の無料相談会 
１３日（金）坂戸市の無料相談会 
２０日（金）月例無料相談会 
２０日（金）理事会     
下 旬   ホームページ更新 
未 定   不動産鑑定士向け研修会（研究広報） 

東天紅ＪＡＣＫ大宮 
士協会会議室 
東松山市役所 
坂戸市役所 
士協会会議室 
士協会会議室 
 
未 定 

８月 
未 定   ホームページ更新 
未 定   さいたま市の無料相談会 

 
未 定 

 ９月 

７日（金）有料相談会 
１３日（水）東松山市の無料相談会 
１４日（金）坂戸市の無料相談会 
２１日（金）月例無料相談会 
２１日（金）理事会 
中 旬   ＰＰＣ開催 

士協会会議室 
東松山市役所 
坂戸市役所 
士協会会議室 
士協会会議室 
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下 旬   士会だより発行 
下 旬   ホームページ更新 
下 旬   成年後見監督人養成研修 
未 定   埼玉友好士業幹事会 

 
未 定 
未 定 

１０月 

５日（金）有料相談会 
５日（金）一般公開講演会（群馬県士協会共催） 
６日（土）秋の無料相談会（県下２会場） 

１０日（水）東松山市の無料相談会 
１２日（金）坂戸市の無料相談会 
２６日（金）月例無料相談会 
２６日（金）理事会 
下 旬   ホームページ更新 
未 定   埼玉友好士業幹事会 
未 定   不動産鑑定士向け研修会（親和会共催） 

士協会会議室 
メトロポリタン高崎 
浦和・熊谷 
東松山市役所 
坂戸市役所 
士協会会議室 
士協会会議室 
 
未 定 
未 定 

１１月 

２日（金）有料相談会 
３日（土）暮らしと事業のよろず相談会 
９日（金）坂戸市の無料相談会 

１４日（水）東松山市の無料相談会 
１６日（金）月例無料相談会 
１６日（金）理事会 
下 旬   ホームページ更新 
未 定   不動産鑑定士向け研修会（研究広報） 
未 定   成年後見監督人養成研修 

士協会会議室 
浦和コルソ 
坂戸市役所 
東松山市役所 
士協会会議室 
士協会会議室 
 
未 定 
未 定 

１２月 

７日（金）有料相談会 
１２日（水）東松山市の無料相談会 
１４日（金）坂戸市の無料相談会 
２１日（金）月例無料相談会 
２１日（金）理事会 
下 旬   ホームページ更新 
下 旬   士会だより発行 
未 定   さいたま市の無料相談会 

士協会会議室 
東松山市役所 
坂戸市役所 
士協会会議室 
士協会会議室 
 
 
未 定 

３１年 
 １月 

１８日（金）理事会 
下 旬   ホームページ更新 

士協会会議室 
 

 ２月 

１日（金）有料相談会 
８日（金）坂戸市の無料相談会 

１３日（水）東松山市の無料相談会 
１５日（金）月例無料相談会 
１５日（金）理事会 
下 旬   ホームページ更新 
未 定   さいたま市の無料相談会 
未 定   不動産鑑定士向け研修会（業務推進） 
未 定   埼玉友好士業幹事会 

士協会会議室 
坂戸市役所 
東松山市役所 
士協会会議室 
士協会会議室 
 
未 定 
未 定 
未 定 

 ３月 

１日（金）有料相談会 
８日（金）坂戸市の無料相談会 

１３日（水）東松山市の無料相談会 
１５日（金）月例無料相談会 

士協会会議室 
坂戸市役所 
東松山市役所 
士協会会議室 
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１５日（金）理事会 
下 旬   士会だより発行 
下 旬   ホームページ更新 
未 定   一般公開講セミナー（研究広報） 
未 定   成年後見監督人養成研修 

士協会会議室 
 
 
未 定 
未 定 
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報告

（２）平成３０年度収支予算

　　　　 収支予算書

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

(単位：円)

公益目的事業 収益事業等 法人会計

Ⅰ　経常増減の部

1. 経常収益
特定資産運用収益 ( 180 )( 6 ) ( 414 ) ( 600 )

特 定 資 産 受 取 利 息 180 6 414 600

入会金収益 ( 240,000 )( 8,000 ) ( 552,000 ) ( 800,000 )

会費収益 ( 4,080,000 )( 136,000 ) ( 9,384,000 ) ( 13,600,000 )

正 会 員 受 取 会 費 4,080,000 136,000 9,384,000 13,600,000

事業収益 ( 189,503,600 )( 570,000 ) ( 0 ) ( 190,073,600 )

時 点 修 正

　受 取 受 託 料 112,752,000 0 0 112,752,000
鑑定評価員受取負担金 4,500,000 0 0 4,500,000

地 価 調 査 53,400,000 0 0 53,400,000

デ ー タ バ ン ク 840,000 0 0 840,000

相 談 会 21,600 0 0 21,600

成 果 物 頒 布 600,000 0 0 600,000

助 成 金 17,390,000 0 0 17,390,000

社 協 0 120,000 0 120,000

講 習 会 受 講 料 収 益 0 250,000 0 250,000

親 和 会 0 200,000 0 200,000

雑収益 ( 3,000 )( 300 ) ( 506,700 ) ( 510,000 )

受 取 利 息 3,000 300 6,700 10,000

雑 収 益 0 0 500,000 500,000

193,826,780 714,306 10,443,114 204,984,200

2. 経常費用

事　業　費 ( 218,193,188 )( 4,335,706 ) ( 222,528,894 )

役 員 報 酬 365,000 54,000 419,000

給 与 手 当 15,000,000 2,500,000 17,500,000

臨 時 雇 賃 金 1,500,000 0 1,500,000

退 職 金 150,000 25,000 175,000

退 職 給 付 費 用 150,000 25,000 175,000

法 定 福 利 費 2,625,000 437,500 3,062,500

福 利 厚 生 費 45,000 7,500 52,500

広 告 宣 伝 費 574,400 154,300 728,700

旅 費 交 通 費 786,140 123,890 910,030

通 信 運 搬 費 1,584,800 78,100 1,662,900

減 価 償 却 費 180,000 5,000 185,000

消 耗 品 費 1,359,600 166,000 1,525,600

修 繕 費 96,800 4,400 101,200

印 刷 製 本 費 982,560 6,480 989,040

賃 借 料 6,227,808 312,516 6,540,324

諸 謝 金 177,260,000 350,000 177,610,000

租 税 公 課 1,500,000 1,000 1,501,000

支 払 負 担 金 107,000 0 107,000

委 託 費 7,699,080 85,020 7,784,100

雑 費 0 0 0

経 常 収 益 計

科　　　目 合　　計
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管　理　費 （ 14,660,066 ) ( 14,660,066 )

役 員 報 酬 2,625,000 2,625,000

給 与 手 当 2,500,000 2,500,000

退 職 金 25,000 25,000

退 職 給 付 費 用 25,000 25,000

法 定 福 利 費 437,500 437,500

福 利 厚 生 費 7,500 7,500

広 告 宣 伝 費 4,300 4,300

旅 費 交 通 費 2,162,250 2,162,250

通 信 運 搬 費 304,100 304,100

減 価 償 却 費 45,000 45,000

消 耗 品 費 347,600 347,600

修 繕 費 8,800 8,800

印 刷 製 本 費 132,960 132,960

賃 借 料 1,300,156 1,300,156

諸 謝 金 1,625,000 1,625,000

交 際 費 2,030,000 2,030,000

租 税 公 課 71,000 71,000

支 払 負 担 金 101,000 101,000

支 払 手 数 料 0 0

委 託 費 375,900 375,900

諸 会 費 150,000 150,000

雑 費 382,000 382,000

218,193,188 4,335,706 14,660,066 237,188,960

△ 24,366,408 △ 3,621,400 △ 4,216,952

48,660,538 △ 8,209,138 18,047,579

24,294,130 △ 11,830,538 13,830,627 26,294,219正 味 財 産 期 末 残 高

当 期 正 味 財 産 増 減 額 △ 32,204,760

正 味 財 産 期 首 残 高 58,498,979

経 常 費 用 計
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平成２９年度 公益社団法人 埼玉県不動産鑑定士協会役員等名簿 
 
顧   問  吉野禎一、関田英太郎、小山光男、赤熊正保、高橋正光、岩﨑 彰、 

渋谷正雄、今西芳夫、岩﨑仁三郎、倉林信夫、太幡 豊、内藤秀一 
 
会   長  伊藤 聡 
副 会 長  中野 拓（総務財務担当）、荒井信宏（研究広報担当）、 

鈴木憲一（業務推進担当）、福永正子（公的土地評価担当） 
専 務 理 事       島津通之 
理   事  松島俊輔、黒住明央（総務財務）、河野栄一、中澤喜一（研究広報）、 

巣合勇次、永瀬美幸（業務推進）、諸貫道明、西原 崇（公的土地評価） 
監   事  法師人育央、山本晃嗣、河合明弘 
 
〔総務財務委員会〕 
  委   員 門脇 誠、髙井 厚、堀口雄一朗、牧元航也、森田裕之、吉本真理 
〔研究広報委員会〕 
  委   員 風岡淳一、岸田 博、儀部忠司、立澤恵理、馬場 努、原嶋康仁、 

森田祐孝 
〔業務推進委員会〕 
  委   員 青木 徹、上杉徳子、岡本香織、岡本祐一、切敷幸志、髙野広明、 

矢口真実 
〔公的土地評価委員会〕 
 委   員 石井依子、各務 実、齋藤雅一、杉田博昭、堤 史匡、蜂須賀郁未、 

平野光芳、山口邦男 
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